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なぜ、日本の損害保険業界なのか？



保険普及率の国際比較 1
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出典：Swiss Re, IMF, World Bank

円の大きさは保険料収入を示す



保険料内訳

米国（２００４年） 日本（２００５年）
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-ＧＤＰの成長を超える成長

プロパティ保険

-GDPに比例した成長

出典 : A.M. Best



3

GDPの拡大

さらなる成長

保険料と名目ＧＤＰ
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出典：「名目ＧＤＰ」は内閣府経済社会総合研究所
「正味収入保険料」はインシュアランス損保統計号

名目GDP（前年度、兆円）
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出典：大和総研
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出典：総務省



（16%）

（24%）
（23%）

（10%）

自動車保有台数 6

乗用車保有台数の見通し免許保有率の見通し

出典：国土交通省

（ ）内は2000年からの増加率

（18%）



（百万）
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世帯数と住宅戸数 7

出典：日本経済研究センター『日本経済活性化への課題』

■世帯数（左軸） □住宅戸数（左軸）

住宅戸数／世帯数 （右軸）

予測
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第三分野の可能性 8

（百万件）

出典：生命保険協会

第三分野の保有契約件数

医療保険、がん保険生命保険 損害保険

“第一分野” “第二分野”“第三分野”
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日本のマーケットの収支残率 9

収支残率 = 1- コンバインド・レシオ

= 1- (損害率+事業費率)

出典：インシュアランス損保統計号

（年度）

96年度～04年度： 業界平均
05年度： 大手9社平均



日本の参考純率制度

純保険料

保険金に充当

付加保険料

事業費に充当

保険料

10

参考純率
（損害保険料率算出機構による）

－会員３６社から多くのデータを収集

－統計的手法を使用して、自動車・火災・傷害・
介護費用保険の参考純率を算出

－会員が参考純率と異なる純保険料を
使用する 際は、自らその理論的根拠を
示さなければなら ない



なぜ、損保ジャパンなのか？



2005年度マーケットシェア （元受正味収入保険料）

損保ジャパン 東京海上日動 三井住友 あいおい

日本興亜 ニッセイ同和 その他

マーケットシェア

19.7%

18.7%

11.8%

10.0%

4.7%

8.9%

26.2%

マーケットシェア増減
（2000年度～2005年度）
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△0.1%
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0.0%
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0.8%
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△0.2%

△0.4%
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△0.6%

日本
興亜
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2005年度大手3社比較

6.0%損保ジャパン

ミレア / 東京海上日動

三井住友海上

3.3%

4.1%

AA- Aa3

AA- Aa2

AA- Aa3

連結ROE S&P Moody’s

資本効率と財務健全性のバランス 12

EPS
（1株あたり利益）

68.4円

52,980.5円

50.2円



2005年度決算(単体)

正味収入保険料

保険引受利益

損害率
（含む損調費）

事業費率

コンバインド・レシオ

2004年度

当期純利益

経常利益

資産運用利益

1兆2,433億円
(増率: +0.2%) 

2005年度

64.8%

33.6%

98.5%

141億円

742億円

568億円

583億円

１株当たり配当金 9.0円

1兆2,641億円
(増率: +1.7%) 

59.4%

32.9%

92.3%

199億円

1,142億円

678億円

816億円

13.0円

13
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自然災害影響は、発生損害ベースで

1,120億円から177億円へ減少。

利息及び配当金収入の増加が貢献

アスベストスリスクを中心とする

海外受再契約の前倒し一括処理に

向けて、ＩＢＮＲ備金161億円を計上。

統計的ＩＢＮＲ備金130億円を計上
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62005年度2004年度 増率

資産運用利益 816億円583億円 +40%

有価証券
含み損益

1兆4,835億円8,809億円 +68%

時価総合利回り 15.17%4.48%

株式売却額 443億円542億円

運用資産構成

2004年度末 2005年度末

公社債

国内株式

25%

32%

22%

10%

4%

7%

22%

38%

20%

8%

4%

8%

（兆円）

貸付金

その他

不動産

142005年度：資産運用

株式売却益 305億円327億円

外国証券



損保ジャパンヨーロッパ

南米安田（ブラジル）

損保ジャパンアジア

損保ジャパンアメリカ

損保ジャパンDIY生命

損保ジャパンDC証券

損保ジャパンひまわり生命

△10億円 △2億円

8億円 14億円

4億円 10億円

△35億円 △17億円

△13億円 △10億円

0億円 △3億円

△5億円 3億円

連結子会社合計 △44億円 △3億円

2004年度 2005年度

連結調整後当期純利益

海外事業

新事業

2005年度：主要子会社 15



■エンベッディド・バリュー(EV)
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1,364

1,724

1,9431,776

2005年度：損保ジャパンひまわり生命

-100%出資生命保険子会社

■年換算保険料 : 2,136億円 (増率 +12.9%)

■年換算新契約保険料 : 456億円 (増率 +8.0%)

-2006年度は、連結ベースで31億円の利益貢献を見込む

保有契約価値

純資産価値

2004年度末 2005年度末
（旧方式）

2005年度末
（新方式）

2003年度末

（億円） （億円）
＜参考：旧ベースでの推移＞

2005年度から、
EV算出の前提となる
資産運用利回りを、
より保守的な数値に変更。



中期経営計画

2006～2008年度
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正味収入保険料(*) 事業費率(*)

当期純利益 連単倍率

利息及び配当金収入

１株当たり配当金

17前中期経営計画（2002～2005年度）

（億円）

（億円）

（円）（倍）

＊自賠責保険政府出再廃止の影響およびフォートレス・リー社に係わる再保険契約の影響を除く



新中期経営計画（2006～2008年度） 18

前述の環境に鑑みると日本の損害保険マーケットは今後も拡大する

ＩＴインフラの整備

1 コア領域は国内事業

リテール分野における新たなビジネスモデルづくり

収益性の高い市場のみにフォーカスした海外展開

生保事業・ＤＣ事業へのさらなる注力

2

3

5

4



2005年度 2010年度

事業ポートフォリオ 19

国内損保・
資産運用

60.0%

国内生保
35.0%

海外
3.0%

DC・アセマネ
1.5%

ヘルスケア・その他
0.5%

※ひまわり生命は、修正ＥＶ増加額ベース（注）。その他は、当期純利益ベース。

（注）ＥＶ増加額から、①金利変動、②割引率変動、③増資・株主配当、の影響を控除したもの。

海外・DC ・
アセマネ・その他

2.7%

国内生保
6.5%

国内損保・
資産運用

90.8%

損保ジャパンひまわり生命

-25年の歴史による充実したデータベースの活用

-損保のお客さまに対するクロスセル

-税理士・会計士チャネルにおける拡販



15.0%

1兆5,100億円

中期目標 20

(*)新連結修正ROE

=
連結当期純利益 – 連結株式・不動産の売却損益・評価損（税引後）

（連結株主資本 – 株式含み損益（税引後））平均残高

正味収入保険料

連結当期純利益

新連結修正ROE(*)

1兆3,709億円

673億円 740億円 1,100億円

10.9 % 11.4%

中期目標

2005年度 2008年度 2010年度



■ 損保ジャパンは、配当実額の安定的な増加を目指す

■ 目標： 株主資本配当率 2% （2005年度：1.1%）

（株主資本配当率 DOE ： Dividend on Equity）

■ 損保ジャパンは、配当性向とROEの両方を向上

当期純利益
株主資本

ＲＯＥ

＝ ×配当総額
当期純利益

DOE ＝
配当総額（Dividend）

連結株主資本（Equity）

配当性向

株主価値の増加 21



金利上昇は

ポジティブ

ストックへの

影響

フローへの

影響

当社のデュレーションは

資産サイド ： 約5年

負債サイド ： 約9年

ニューマネーの運用利回りの改善

積立勘定の逆ザヤ負担の減少

金利100ベーシスポイントの

上昇により、ネット時価は

約1,000億円増加

金利上昇の影響(単体) 22



2006年度第1四半期の実績（単体） 23

金融庁による行政処分の概要

■ 行政処分の原因となった事実
-保険金等支払漏れに係る調査態勢
-海外賠償責任保険の引受に係る不正行為
-受託業務である生命保険の募集管理態勢
-他人の印鑑の大量保有

■ 行政処分（５月２５日受領）
-６月における２週間の業務停止命令など
-業務改善命令

■ アクション・プラン（６月２６日提出）
-コーポレート・ガバナンス方針の策定
-「指名・報酬委員会」「業務監査・コンプライアンス委員会の設置」

＊今後、業績への影響を客観的に認識した際には、
2006年度業績予想および中期経営計画の目標数値を変更する可能性があります。

火災

海上

傷害

自動車

自賠責

その他

合計

329億円 △7.7%

正味収入保険料 増率

64億円 4.7%

357億円 △1.7%

1,718億円 △0.1%

530億円 △4.4%

479億円 0.5%

3,480億円 △1.5%

170億円 △10.9%

正味支払保険金 増率

29億円 8.2%

123億円 11.4%

938億円 0.5%

392億円 5.3%

212億円 △10.0%

1,866億円 △0.3%



<参考>

2005年度決算



正味収入保険料 (除く特殊要因) 24
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14,000

2003年度 2004年度 2005年度

億
円

Δ0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0% その他

自賠責

自動車

傷   害

海   上

火   災

増   率

（単位：億円）

金   額 増   率 金   額 増   率 金   額 増   率
火   災 1,574 △3.4% 1,503 △4.5% 1,520 1.1%
海   上 248 0.4% 251 1.4% 283 12.5%
傷   害 1,148 △2.2% 1,207 5.2% 1,276 5.7%
自動車 6,735 △0.5% 6,690 △0.7% 6,740 0.7%
自賠責 1,358 6.7% 1,366 0.6% 1,332 △2.5%
その他 1,349 1.1% 1,412 4.7% 1,486 5.2%
合   計 12,415 △0.1% 12,433 0.2% 12,641 1.7%

2005年度
 種 目

2004年度2003年度

＜特殊要因＞

自賠責保険政府出再廃止の影響およびフォートレス・リー社に係わる再保険契約の影響



正味支払保険金 (除く特殊要因) 25

（単位：億円）

金   額 損害率 金   額 損害率 金   額 損害率
火   災 556 36.6% 1,268 86.3% 740 50.5%
海   上 153 66.9% 129 55.2% 124 47.5%
傷   害 467 45.4% 445 40.5% 480 41.3%
自動車 3,756 61.3% 3,958 64.2% 3,937 63.6%
自賠責 748 66.0% 744 65.2% 742 66.4%
その他 831 66.8% 885 67.1% 847 61.3%
合   計 6,514 58.0% 7,432 64.8% 6,871 59.4%

E/I損害率 56.9% 69.5% 63.9%
（注）損害率には損害調査費を含めている。Ｅ／Ｉ損害率は、家計地震と自賠責を除いている。

種   目
2005年度2003年度 2004年度

0
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2,000
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4,000

5,000
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7,000

8,000

2003年度 2004年度 2005年度

億
円

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%
その他

自賠責

自動車

傷   害

海   上

火   災

ﾘﾄﾝ損害率

ｱｰﾝド損害率



自然災害 26

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2003年度 2004年度 2005年度

億
円 正味発生損害額

正味支払保険金

2003年度 2004年度 2005年度 2003年度 2004年度 2005年度
火 災 保 険 49億円 888億円 149億円 47億円 850億円 128億円
自動車保険 18億円 165億円 16億円 18億円 163億円 16億円
そ　の　他 4億円 65億円 11億円 4億円 44億円 7億円
合　　　 計 72億円 1,120億円 177億円 69億円 1,058億円 152億円

（注）上記数値は、当年度発生 した自然災害に関わる損害額
　　  及び保険金であり、過年度発生分を含まない。

正味発生損害額 正味支払保険金



事業費率 (除く特殊要因) 27

6.6%

9.4% 8.5%
7.7%

6.8%
6.7%

17.2%
16.1% 15.0%

17.6% 17.6% 17.9%

0%

5%

10%

15%

20%

2003年度 2004年度 2005年度

人件費率 物件費率 社費率 手数料率

（単位：億円）

金  額 増減額 金  額 増減額 金  額 増減額 事業費率 増減 事業費率 増減 事業費率 増減
   人  件  費 1,170 6 1,060 △ 110 970 △ 90 9.4% 0.1% 8.5% △0.9% 7.7% △0.9%
   物  件  費 846 △ 42 826 △ 19 829 2 6.8% △0.3% 6.7% △0.2% 6.6% △0.1%
   税金・拠出金等 116 △ 12 108 △ 8 98 △ 9 0.9% △0.1% 0.9% △0.1% 0.8% △0.1%

社  費  計  2,133 △ 48 1,995 △ 137 1,898 △ 97 17.2% △0.4% 16.1% △1.1% 15.0% △1.0%
   正味手数料 （除くFR） 2,180 △ 98 2,184 3 2,261 76 17.6% △0.8% 17.6% 0.0% 17.9% 0.3%

事業費合計  4,313 △ 146 4,180 △ 133 4,159 △ 21 34.7% △1.1% 33.6% △1.1% 32.9% △0.7%
（参考）
正味収入保険料 （除くFR、自賠） 12,415 △ 14 12,433 18 12,641 207

（注）上記は保険引受に関わる事業費を対象としている。

2005年度
項       目

2004年度 2005年度 2004年度2003年度 2003年度

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2003年度 2004年度 2005年度

億
円

人件費 物件費 税金・拠出金等 正味手数料



異常危険準備金 28

合計合計

（単位：億円）
2003年度 2004年度 2005年度

残   高 4,275 3,713 3,845
増加額 256 △ 562 132
残高率 38.6% 33.6% 34.0%

繰入額 645 666 685
取崩額 388 1,229 552

（注） 残高率＝異常危険準備金/正味収入保険料（除く自賠、地震）

4,275
3,8453,713

38.6%
33.6% 34.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2003年度 2004年度 2005年度

億
円

0%

10%

20%

30%

40%

50%

残   高

残高率



異常危険準備金 29

火災ｸﾞﾙｰﾌﾟ火災ｸﾞﾙｰﾌﾟ 自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟ自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟ

1,713

1,230
1,361

48.1%

45.1%

62.4%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2003年度 2004年度 2005年度

億
円

0%

20%

40%

60%

80%

100%

残   高 残高率

（単位：億円）
2003年度 2004年度 2005年度

残   高 1,713 1,230 1,361
残高率 62.4% 45.1% 48.1%

繰入額 178 206 213
取崩額 - 689 82

火災ｸﾞﾙｰﾌﾟ対象種目：

火災（除く家計地震）、貨物、賠償責任、運送、建設工事、動産総合、風水害

2,2332,244
2,330

26.9%27.4%28.6%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2003年度 2004年度 2005年度

億
円

0%

20%

40%

60%

80%

100%

残   高 残高率

（単位：億円）
2003年度 2004年度 2005年度

残   高 2,330 2,244 2,233
残高率 28.6% 27.4% 26.9%

繰入額 447 448 455
取崩額 368 535 466

自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟ対象種目：

自動車、傷害、船客賠償、信用、保証、ｶﾞﾗｽ、機械、盗難、動物、

労災、ﾎﾞｲﾗ、費用利益（除く介護）



運用資産構成 30

定 義
期末残高 貸借対照表計上額（評価差額を含む）

分子：運用資産に係る利配収入＋金銭の信託運用損益のうち利配収入相当額
分母：運用資産平均残高（評価差額を含まない）

利回り

（単位：億円）

期末残高 利回り 期末残高 利回り 期末残高 利回り
預貯金等 3,373 0.22% 1,951 0.13% 2,891 0.14%
株式 14,950 1.92% 15,394 2.24% 20,999 2.81%
公社債 10,219 1.51% 11,779 1.36% 12,290 1.31%
その他有価証券 9,739 3.03% 11,492 3.41% 12,172 3.95%
金銭の信託 448 1.59% 272 1.67% 332 1.84%
貸付金 5,217 1.95% 4,631 1.88% 4,485 1.66%
不動産 2,485 2.75% 2,138 2.37% 2,062 2.47%
運用資産合計 46,434 1.96% 47,659 2.09% 55,233 2.33%

2005年度2003年度 2004年度

2.33%

2.09%
1.96%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2003年度 2004年度 2005年度

億
円

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

不動産

貸付金

金銭の信託

その他有価証券

公社債

株式

預貯金等

運用資産利回り



資産運用利益 31

（単位：百万円）

2005年度
（前期比増減）

ネット利配 (＋) 29,390 36,411 49,354 12,943
利息及び配当金収入 75,114 82,705 95,039 12,333
積立保険料等運用益振替 △ 45,723 △ 46,294 △ 45,685 609

金銭信託運用損益 (＋) 4,730 1,442 2,808 1,365
売買目的有価証券運用損益 (＋) 1,670 △ 83 △ 74 9
有価証券売却損益 (＋) 54,732 36,401 40,898 4,497
有価証券償還損益 (＋) 503 31 103 72
有価証券評価損 (－) 5,521 1,626 308 △ 1,318

金融派生商品損益※
(＋) 5,983 △ 9,225 △ 4,661 4,563

為替差損益※
(＋) △ 1,677 △ 2,069 82 2,151

その他運用収支 (＋) △ 1,841 △ 650 △ 1,145 △ 494

資産運用粗利益 87,970 60,631 87,057 26,426

投資経費 (－) 9,924 8,203 7,119 △ 1,083

貸倒引当金･貸倒損失等※
(－) △ 5,477 △ 5,969 △ 1,624 4,344

有価証券償却損・投資損失引当金 (－) 64 72 △ 109 △ 181

資産運用利益 83,459 58,324 81,672 23,347

※ 資産運用関係以外で生じた金融派生商品損益、運用部門以外で生じた外国代理店貸等に係る為替差損益、

および運用資産関係以外の貸倒引当金・貸倒損失等を除いている。

2003年度 2004年度



ディーラー • 保険システムなど総合的なサポート力への評価

• 今後、生損保クロスセルのビジネスモデルを再構築

• 他チャネルとの競争激化により減収

• 販売力のある代理店新設を推進

概 況

• 企業業績の回復に伴い、賠償責任保険を中心に増収

2,596億円

第一生命
352億円

*全種目

企業関連 2,524億円

金融機関
火災窓販 166億円

プロ代理店 3,880億円

合計 13,950億円

損保事業：チャネル

8.0%

9.0%

2.7%

△1.5% 

0.7%

3.0%

2005年度

成績保険料
増率

32



損保ジャパンDIY生命, 損保ジャパンDC証券

■2005年度末

・企業型 ： 累計規約承認件数 シェア 11.3% 第2位

・個人型 ： 累計加入者数 シェア 27.2% 第1位

損保ジャパン

DIY生命
■2005年度

・保険料等収入 :            29億円 (増率 +15.2%)

・保有契約件数 :      42,591件 (増率 +15.1%)

・更新率 :          96.7 %             (増率 +0.2ポイント)

-2010年度に、税引前当期純利益で10億円超が視野に

33

損保ジャパン

DC証券

■商品

-1年組立保険

-契約者のライフステージに合わせて

毎年特約の見直しが可能

入院保障

がん保障

月給保障

遺族保障
主契約

特約



海外事業

BRICs 

欧米

・2005年度当期純利益3.1億円と黒字化

アジア ・2005年度当期純利益10.8億円（過去最高益）

・2005年6月、日系損保として初めて大連に現地法人設立

2005年度当期純利益0.8億円

・一流プレーヤーとのアライアンス推進（平安人寿保険、PICC、陽光財産保険）

34

■収益性・成長性の観点からマーケットごとにメリハリをつけた取り組み

SJチャイナ

南米安田

(ブラジル)

インド

ロシア

・2005年度当期純利益14.3億円（過去最高益）

・現地法人設立を視野に入れつつ、市場の収益性・成長性を調査

・2005年12月モスクワ駐在員事務所開設

・インゴストラフ社、アリアンツロシア社と提携

SJアジア

SJヨーロッパ

SJアメリカ ・2005年度当期純利益△2.4億円、2006年度の黒字化が視野に



リスクと資本の状況 (2006年7月末) 35

保有リスク量

実質現有資本：約2兆3,000億円

必要資本：約1兆5,000億円

■必要資本対比で約8,000億円の超過。主に有価証券の含み益増加によるものであり

実現した超過資本ではないことから、自社株買いは現時点では検討していない。

■他方、株主還元の拡充に向けて配当実額を安定的に増加させていく方針であり、

長期的目標として株主資本に対する配当率(DOE)2%を掲げる。

■超過資本については、利益の増加に向けた資産運用や既存事業・新規事業における

リスクテイクのために活用。

【保有リスク量】 保険引受リスク、資産運用リスク、オペレーショナルリスク
⇒ Tail-VaR法（信頼区間99%）により定量化

【最低維持資本】総リスク量相当の損失発生後にもソルベンシー・マージン比率200%を
維持するための資本留保額

【実質現有資本】現存契約の将来キャッシュフローの現在価値化等、所要の調整を反映した株主資本、
資本性を有する準備金、不動産含み益の合計値

最低維持資本



<参考>

2006年度業績予想



正味収入保険料

保険引受利益

損害率
（含む損調費）

事業費率

コンバインド・レシオ

2005年度実績

当期純利益

経常利益

資産運用利益

12,641億円
（増率 +1.7%）

2006年度見込み

59.4%

32.9%

92.3%

199億円

1,142億円

678億円

816億円

12,970億円
(増率 +2.6%）

59.2%

33.5%

92.7%

400億円

1,010億円

620億円

592億円

2006年度通期見込み (除く特殊要因) 36



2006年度種目別見込み (除く特殊要因) 37

2005年度実績 2006年度見込み

注） 損害率には損害調査費を含む

火災

海上

傷害

自動車

自賠責

その他

合計

正味収入保険料

1,520億円 1.1%         

金額 増率

283億円 12.5%         

1,276億円 5.7%         

6,740億円 0.7%         

1,332億円 △2.5%         

1,486億円 5.2%         

12,641億円 1.7%         

1,556億円 2.3%         

金額 増率

291億円 2.6%         

1,399億円 9.6%         

6,848億円 1.6%         

1,318億円 △1.1%         

1,558億円 4.8%         

12,970億円 2.6%         

火災

海上

傷害

自動車

自賠責

その他

合計

正味支払保険金

740億円 50.5%

124億円 47.5%

480億円 41.3%

3,937億円 63.6%

742億円 66.4%

847億円 61.3%

6,871億円 59.4%

金額 損害率

714億円 47.7%

136億円 50.9%

500億円 38.7%

4,020億円 63.9%

702億円 65.2%

948億円 65.0%

7,020億円 59.2%

金額 損害率

・自然災害による支払（当年度発生）については、火災180億円、自動車40億円、

その他10億円の計230億円を見込む。



5億円 5億円

16億円 12億円

6億円 5億円

95億円 31億円

△8億円 △8億円

0億円 0億円

7億円 5億円

125億円 54億円

経常利益
連結調整後
当期純利益

2006年度通期見込み : 主要子会社 38

損保ジャパンヨーロッパ

南米安田（ブラジル）

損保ジャパンアジア

損保ジャパンアメリカ

損保ジャパンDIY生命

損保ジャパンDC証券

損保ジャパンひまわり生命

連結子会社合計

海外事業

新事業



付録



改正保険業法施行

子会社方式による生損相互参入

金融ビッグバン構想の提唱

日米保険協議決着

リスク細分型自動車保険の認可

算定会制度の改革

業態別子会社・持株会社方式による相互参入

生・損保子会社による第三分野への参入規制撤廃

銀行等による一部保険商品の窓口販売解禁

生・損保会社本体による第三分野への参入規制撤廃

1996年 4月

1996年 10月

1996年 11月

1996年 12月

1997年 9月

1998年 7月

1998年 12月

2001年 1月

2001年 4月

2001年 7月

日本損保業界の規制緩和 39



日本の損保業界の再編 40

安田火災

日産火災

大成火災

東京海上

日動火災

三井海上

第一ライフ

住友海上

損保ジャパン
２００２年４月 ２００２年１２月

三井住友海上

２００１年１０月

ミレアＨＤ ２００４年１０月

２００２年４月

日本火災

興亜火災

日本興亜
２００１年４月

太陽火災

２００２年４月

大東京火災

千代田火災

あいおい
２００１年４月

２００２年７月

損保ジャパン

ミレアＨＤ

三井住友海上

日本興亜

あいおい

東京海上日動



41
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異常危険準備金 43

・台風や巨大災害など、大数の法則が機能しない損害に備えるために積み立てておく準備金

・毎期の保険料収入に対し、一定の割合を準備金として負債に計上

・毎期の損害率（保険料に対する支払保険金の割合）が一定の基準を超えた場合には取り崩して収益として計上

・保険会社の期間損益への影響を緩和し、適切な保険金支払い能力を担保するしくみの一つ

100％ 50％（火災ｸﾞﾙｰﾌﾟの場合）

異常危険準備金
取崩額（収益）

正味
収入保険料

異常危険準備金の
取り崩しがないｹｰｽ

正味損害率が、保険種目（グループ）
ごとに決められている取崩基準を
上回った場合に、上回った額相当分
を取崩す。

◇取崩計算の対象は正味支払保険金であり、支払備金に多く積み増しても、損害率としては計算の対象にならない。

正味
支払保険金

正味
支払保険金

異常危険準備金の
取り崩しがあるｹｰｽ

【イメージ図】



家計地震の再保険 44

契

約

者

元

受

社

地

再

社

保有

保有

保有

日本地震再保険
株式会社

（地再社）

全元受保険会社 政 府
(地震再保険

特別会計)

（契約締結） Ａ特約
（全額再保険）

①

Ｂ特約

②

（シェア配分に
よる再々保険） Ｃ契約

③

（国に対する再々保険）

750億円

政府責任負担額 3兆7,526.7億円

0 750億円 1兆774億円 4兆5000億円

50%

5%

50%750億円

2,194億円

856.3億円

2,818億円

855億円
地再社負担

元受社等負担

6,386億円 2兆7,874億円

１．再保険の仕組み

政府負担

２．負担方法



自賠責保険料改定の概要（2005年4月1日） 45

１．契約者の負担額推移

２．２００５年４月１日の改定

契約者負担額 契約者負担額
契約者負担額

交付金※

契約者負担額

交付金

２００１年度以前 ２００２～２００４年度 ２００５～２００７年度 ２００８年度以降

（契約者負担額は２００１年度までと
同水準とするように、交付金を交付）

（交付金の残額を配分）

※保険料等充当交付金：
２００２年度の制度改正により、過去の累積運用益を原資として、政府から契約者に対して、２００２年度～２００７年度までの６年間で還元されるもの。

※下記改定率は、保険期間１年、全用途車種平均のもので、実際は保険期間、用途車種により、改定率が異なります。

契約者負担額

交付金

基
準
保
険
料

【改定前】

契約者負担額

【改定内容（その１）】 【改定内容（その２）】

契約者負担額

【改定後】

＋１１．７％

交付金の減額 基準保険料の引き下げ

交付金
交付金

△６．３％

＋５．４％

△６．３％

正味収入保険料への影響
（基準保険料ベース）成績保険料への影響

（基準保険料ベース）



統計的IBNR 46

新たなIBNR（既発生未報告損害）備金積立ルール

事故発生から保険金支払までに極めて長い期間を要する商品のIBNR備金積立においては、直近3年間の積立不足額と
発生損害増加率に基づく現行の算出方法では充分でない場合があるため、より精度の高い積立ルールを2006年度から導入する。

当社の対応

2006年3月期から統計的手法によるIBNR備金の算出を先行導入し、不足分を追加で計上する。

［対象区分］
国内元受の自動車（対人）、賠償責任、労災（なお、賠償責任の一部特約については、2005年3月期に導入済み）

・予想最終発生損害額の計算イメージ

経過年度数

事故年度 1 2 ・・・ 13 14 15 16

1990 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx
1991 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx
1992 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx
1993 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx
・・・ xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx
2004 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx
2005 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx

合計 xxx

①事故年度別に当期までの
損害実績累計額をインプット
し、トライアングルを作成。

②統計的な手法により、トライアングルの
下側部分の将来発生損害額を推計。

展開

④経過年数16年目の縦計合計額が、
2005年度時点の予想最終発生損害額
となる。

③事故年度別の

予想最終発生損害額を計算。



■ ご注意

本資料に記載された内容のうち、歴史的事実以外の内容については、資料作成時点における把握可能な情報から得られた
損保ジャパンの判断に基づく予想および見通しであります。
これら予想および見通しは、将来の業績等が記載された内容通りに達成されることを当社が保証するものではなく、実際の
業績等は、様々な不確定要因により、これら予想から大きく異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。


